
道路橋 RC 床版の劣化診断技術と補修・補強対策

－長寿命化修繕計画における RC 床版現状－

日本生産工 ○ 阿部 忠

１．はじめに

国土交通省は地方公共団体の橋梁管理について、従

来の事後的な修繕及び架け替えから、予防的な修繕に

よる長寿命化及び計画的な更新への円滑な政策転換を

図り、ライフサイクルコスト（LCC）の低減および維持

管理費の平準化を図るために、「長寿命化修繕計画策

定事業費補助制度」を創設した。この制度は、都道府

県および政令市については 5 年間（平成 19～ 23 年度）、

その他の区市町村については 7 年間（平成 19 ～ 25 年

度）の時限措置となっており、期間内に長寿命化修繕

計画を策定する団体に対して策定費用の 1/2 を補助す

るものである。これを受けて地方公共団体では、支間

15m 以上の橋梁を対象として、「道路橋長寿命化修繕

計画（以下、長寿命化修繕計画とする）」が実施された。

そこで本研究では、長寿命化修繕計画による橋梁点

検において、橋梁部材の中で最も損傷が著しい RC 床

版に注目して、現状における RC の損傷状況を示すと

ともに修繕計画における損傷区分、対策区分ごとの一

般的な補強対策について考察する。

２．長寿命化修繕計画事業の概要

一般道路の全橋梁数は、平成 22 年 4 月現在で 152,000

橋あり、橋梁の寿命といわれる建設後 50 年を経過し

た高齢化橋梁は全橋梁数の 8 ％である。高齢化橋梁は、

10 年後には 26 ％、20 年後には 53 ％に増加し、全橋

梁数の 50 ％以上が高齢化を迎えることになる１)。

橋梁長寿命化修繕計画事業の背景には、このように

高度経済成長期に建設された橋梁の多くが、数年後に

は一斉に更新時期を迎えることになり、従来通りの事

後的な修繕および架け替えを実施した場合には、これ

を管理する地方公共団体は財政負担の増大が懸念され

る。したがって、従来の事後的な修繕および架け替え

から、予防的な修繕による長寿命化計画を図る必要があ

る。ここで、長寿命化修繕計画における事後保全型お

よび予防保全型の概念を図 1 に示す。図 1に示すよう

に、従来通りの事後保全型を実施した場合は、大規模

修繕が行われ、これにより費用が膨大となる。それに

対して、予防保全型へと政策転換を図った場合は、定

期点検の結果を活用して小規模修繕を繰り返し行う

(1)事後保全・予防保全型 (2)LCC

図１ 道路橋長寿命化修繕計画の概念

ことにより、橋梁の健全度を維持し、結果として長寿命

化となる。

３．実橋RC床版の損傷状況

RC 床版の損傷は、基本的には大型車両の繰り返し

走行に起因した疲労損傷である。また、建設されてい

る地域の環境条件によっても損傷状況が異なる。ここ

で、道路橋 RC 床版の損傷状況の一例を写真 1 に示す。

写真 1、1)は、積雪寒冷地域の RC 床版上面の損傷状況

であり、床版上面コンクリートはスケーリングが生じ

ている。写真 1、2)は、舗装の損傷および凍害によっ

て上面コンクリートにはひび割れが発生している。ま

た、写真 1、3)は、塩害・凍害と大型車両の繰り返し

走行による疲労劣化により、床版上面のかぶりコンク

リートは砂利化が生じ、鉄筋が露出している。この床

版の下面は写真 1、6)であり、格子状のひび割れの発

生と漏水・遊離石灰の発生が著しい。

次に、写真 1、4)は高速道路における RC 床版下面の

損傷状況であり、大型車両の交通量の増大による疲労

損傷により 2 方向のひび割れが発生している。写真 1、

5)は、海岸線から 5.0km 付近に建設された首都圏の RC

床版であり、かぶりコンクリートがはく離し、さらに

鉄筋が露出して、飛来塩分の影響により鉄筋には発錆

がみられる。

以上のように、RC 床版の損傷状況は交通量の多い

首都圏では、2 方向のひび割れと漏水・遊離石灰の発

生が主であり、これに対して積雪寒冷地域では、大型

車両の交通量が少ないにもかかわらず、塩害と凍害の

複合劣化により砂利化や土砂化が発生し、建設後 30 年

年程度で新床版に架け替えされている。
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1) スケーリング 2) 上面損傷 3)凍害による砂利化

4) 2方向のひび割れ 5) 2方向のひび割れ 6) 凍害による２方向の

と遊離石灰 ひび割れと遊離石灰 図２ 対策区分の流れ

写真 1 RC 床版の損傷状況

表 1 対策区分と判定内容

損傷状況の把握

緊急対応が必要か?

詳細調査が必要か?

補修を行う

必要があるか?
維持工事で

対応が可能か?
M

次回の点検までに

補修が必要か?

B

A
C

S

E2

E1YES

YES

YES YES

YES

NO NO

NO

NO

NO

NO

修繕が必要の場合は

判定区分Ｃとし、必

要無い場合は判定区

分Ｂとする5)。

４．橋梁点検による対策区分と損傷度区分

4.1 橋梁点検による対策区分の判定

(1)橋梁点検による対策区分 橋梁点検では、橋梁

部材の各損傷に応じて緊急対応、維持工事対応、詳細

調査等の対策の必要性を橋梁の定期点検で得られた情

報の範囲で概略判定するものとしている。国土交通省

の橋梁点検要領（案）２)
（以下、点検要領（案）とす

る）に示す対策区分は、橋梁の損傷状況を把握した上

で、構造上の部材区分あるいは部位および損傷種類ご

とに損傷程度を 7 区分としている。ここで、点検要領

（案）に示す対策区分の判定方法を図２に、対策区分

と判定内容について損傷度の軽い順に表１に示す。

(2)RC床版の損傷度区分と判定区分 点検要領（案）２)

では、RC 床版の損傷度区分を 5 段階で評価しており、

①ひび割れ幅に着目した程度、②はく離・鉄筋の露出

に関する状況、③漏水・遊離石灰の生じる状況につい

て、それぞれの項目について損傷区分を設けている。

ここで、点検要領（案）に示す損傷区分と損傷状況お

よび土木学会で示しているひび割れ密度、劣化過程３)

および一般的な対策工法について表 2 に示す。

RC 床版の損傷度の多くは、ひび割れによる判定を

基に補修・補強対策が検討される場合が多い。これは、

ひび割れが生じた場合には、そこにせん断力やねじり

モーメントが作用し、ひび割れ面は上下に擦り合わせ

が繰り返されてコンクリートの磨耗が促進されるため

である。まず、点検要領（案）に示す損傷区分 a、b

は、劣化過程は潜伏期であり、ひび割れ密度は 0～ 2m/m
2

である。この場合の判定区分は A または B となる。

次に、ひび割れによる損傷区分 c は、土木学会が示

対策区分 判定内容
損傷の
度合

A
損傷が認められないか、損傷が軽微な損傷で
補修を行う必要がない。 軽

M 維持工事で対応する必要がある。

B 状況に応じて補修を行う必要ある。

S 詳細調査の必要がある。

C
次回点検までに（＝５年程度以内）、補修等
を行う必要がある。

E2 その他、緊急対応の必要あり。

E1
橋梁構造の安全性の観点から、緊急対応の必
要がある。 重

表 2 RC 床版の損傷状況と損傷度・劣化過程・健全度区分および対策

損傷
区分

ひび割れ幅に着目した程度
はく離・鉄筋露出に
関する一般的状況

漏水・遊離石灰に関する
一般的状況

ひび割
れ密度

劣化過程
判定区
分

対策

[ひび割れ間隔と性状]
ひび割れは主として１方向のみで、最小ひびわれ
間隔が概ね1.0m以上
[ひび割れ幅]

ひび割れ幅が0.05mm以下（ヘアクラック程度）
[ひび割れ間隔と性状]

1.0m～0.5m、１方向が主で直角方向は従、かつ格
子状ではない

定期的な点検

[ひび割れ幅]

0.1mm以下が主であるが、一部に0.1mm以上も存在
する

橋面防水工
ひび割れ補修

[ひび割れ間隔と性状]

0.5m程度、格子状直前のもの
[ひび割れ幅]

0.2mm以下が主であるが、一部に0.2mm以上も存在
する
[ひび割れ間隔と性状]

0.5m～0.2m程度、格子状に発生

[ひび割れ幅]

0.2mm以上が目立ち部分的な角落ちもみられる

[ひび割れ間隔と性状]

0.2m以下、格子状に発生
[ひび割れ幅]

0.2mm以上がかなり目立ち連続的な角落ちが生じ
ている

― 抜け落ち 劣化期
床版取替，床版打ち換
え，部分打ち換え

損傷メカニズム

版として
挙動

並列ク
ラック

a

b

0～1

m/m2

進展期 C

橋面防水工，ひび割れ
補修，曲げ補強（炭素
繊維下面接着補強，上
面増厚補強，下面増厚
補強，増しげた）

A、M

B、M

定期的な点検

潜伏期

1～2

m/m
2

d
4～10

m/m2

加速期

E2
橋面防水工，
曲げ・せん断補強（上
面増厚，炭素繊維下面
接着補強，これらの併
用）

c
2～4

m/m2

e 10～

m/m
2

ひび割れから著しい漏水
や遊離石灰が生じてい
る。あるいは漏水に著し
い錆汁の混入が認められ
る

擦り磨き
発生

E1

鉄筋が露出してお
り、鉄筋が著しく腐
食している

損傷なし

はく離のみが生じて
いる

鉄筋が露出している
が、鉄筋の腐食は軽
微である

損傷なし

ひび割れから漏水が生じ
ているが、錆汁や遊離石
灰がほとんど見られない

ひび割れから漏水が生じ
ているが、錆汁はほとん
ど見られない

二方向ク
ラック

貫通ク
ラック
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表 3 道路橋RC床版の設計基準の変遷
橋の等級 車両荷重
等 級 自 動 車 主鉄筋方向 配力筋方向

昭和39年6月(1964)
鋼道路橋設計示方書

i＝20/(50+L）
昭和43年5月(1968)

昭和48年2月(1973)

道路橋示方書

トの係数
平成14年3月(2003)

T-20，P=8.0tf

鋼道路橋の床版設計に
関する暫定基準(案)

昭和55年4月(1980) 道
路橋示方書

曲げモーメント式
鉄筋の許容応力 最小床版厚 配力筋量

1.800 kgf/cm2 有効厚さ11cm
主筋断面の25％

以上
1 等橋 T-20、P=8.0tf

ML(1+i)＝{0.4･P(L-1)}/{L+0.4(L+i)}
規定なし

1 等橋 T-20、P=8.0tf ML(1+i)＝{0.4･P(L-1)}/(L+0.4) 規定なし 1.400 kgf/cm2 t0＝3L＋9≧16cm 主筋方向の70％
以上

1 等橋 T-20、P=8.0tf ML(1+i)=0.8 (0.12L＋0.07)P ML(1+i)=0.8 (0.10L＋0.04)P 1.400 kgf/cm2 t0＝3L＋11≧16cm
左欄の配力筋方
向モーメント式
により計算

許容応力度1400

kgf/cm
2に対し

て，200 kgf/cm
2

程度余裕を持た
せる

t0＝3L＋11

t ＝k1・k2・t0

k1；交通量の係数

k2；付加モーメン

同 上

2 等橋 T-14，P=5.6tf

1 等橋
ML(1+i)=0.8 (0.12L＋0.07)P ML(1+i)=0.8 (0.10L＋0.04)P

同 上 同 上 同 上道路橋示方書・同解説
B活荷重

A活荷重
P=100kN

ML(1+i)=0.8 (0.12L＋0.07)P･Kα

Kα：割増係数
ML (1+i)=0.8 (0.10L＋0.04)P

す劣化過程では進展期に相当し、ひび割れ密度は 2 ～

4m/m
2
、判定区分は C となり、補修等の対策が必要と

なる。さらに劣化が進み、損傷区分 d の場合の劣化過

程は加速期（前期）となり、ひび割れ密度は 4 ～ 10m/m
2

である。この状態は第三者被害が懸念されることから

緊急対応が必要となり、判定区分は E2 となる。また、

損傷区分 e は、劣化過程は加速期（後期）となり、ひ

び割れ密度が 10m/m
2
以上である。さらに、抜け落ち

寸前のひび割れが発生し、部分的なはく離が生じるな

ど橋梁構造の安全性から緊急対応が必要となることか

ら、判定区分は E1 となる。なお、判定区分 S は、詳

細点検を行い、対策が必要か否かを判定されている４)。

4.2 道路橋示方書の変遷 ５)

長寿命化修繕計画における橋梁点検によると昭和 39

年から 43 年に建設された橋梁床版に損傷が多く見ら

れた。ここで、RC 床版に関する設計基準の変遷を表 3

に示す。昭和 39 年改訂の設計基準では活荷重が 80kN

であり、鉄筋には丸鋼が使用されている。主鉄筋方向

の鉄筋量は曲げモーメント式から算定され、鉄筋の許

容応力度は 180N/mm
2
である。配力筋方向の鉄筋量は

主鉄筋の 25%以上の配置となっている。また、床版厚

は有効高さ 11cm であることから最小厚さは 15cm であ

る。次に、昭和 43 年の暫定基準では、鉄筋には異形

棒鋼が使用され、主鉄筋方向の曲げモーメント式およ

び許容応力度も現在の 140N/mm
2
に改訂され、配力筋

は主鉄筋量の 70%以上の配置となっている。また、最

小床版厚は 16cm となった。昭和 48 年改訂の設計基準

では、主鉄筋方向の曲げモーメント式の改定および配

力筋方向の曲げモーメント式が規定された。さらに、

床版厚は昭和 43 年の基準よりも 2cm 厚くなっている。

昭和 55 年改訂の設計基準では交通量による割り増し

係数が適用され、さらに床版厚が厚くなり、耐疲労性

の向上が図られている。平成 6 年改定の設計基準では

活荷重が 100kN へと引き上げられた。

以上より、建設された時代の基準に準拠した補修・

補強対策の検討が必要となる。

4.3 補修・補強法および対策区分と対策工法

(1)補修・補強の定義および対策工法 補修は、基

本的には建設時に構造物が保有していた耐荷力性能を

回復させるための対策である。RC 床版の一般的な補

修法には、橋面防水工、ひび割れ補修、橋面補修工な

どがある。一方、補強とは、基本的には RC 床版の耐

荷力や耐疲労性などの力学的な性能を向上させるため

の対策である。床版下面からの主な補強法としては、

炭素繊維材料を用いた底面接着補強やコンクリートに

よる下面増厚補強法がある。また、上面からの補強法

には鋼繊維補強コンクリート（SFRC）上面増厚補強

がある６)。いずれの補強法においても耐疲労性が評価

され、既に施工実績が多い工法である。

(2)対策区分と対策工法の選定

1) 判定区分 A、B、M 判定区分 A、B、M の一部

は、供用開始から 10 数年後の RC 床版である。判定区

分 A は、損傷は見られないことから対策の必要はない

が、5 年ごとの定期点検は必要である。なお、判定区

分 B において床版下面に漏水・遊離石灰が確認された

場合には、舗装打換えと同時に橋面防水工やひび割れ

補修などの予防的修繕対策を検討する必要がある。

2) 判定区分 C 判定区分 C は、供用開始後 20

年～ 30 年前後の床版である。ここで、判定区分Cに

おける維持管理計画を図 3、1)に示す。事後保全型

では、進展期の段階での補強対策は行われていない

が、長寿命化修繕計画における予防的保全型では、

この段階で補修・補強対策が検討される。主な対策

としては、床版下面に漏水・遊離石灰の発生が見ら

れる場合は、橋面防水工とひび割れ補修の対策が必

要となる。また、舗装の打ち換えとなる場合は同時

に橋面防水工とひび割れ補修の対策を施す必要があ

る。一方、長寿命化修繕計画では 100 年間を想定し

た維持管理計画が立案されていることから、一次補

強対策と二次補強対策の検討が必要である。そこで、

判定区分 C では、ひび割れが格子状に発生しているこ

とから、曲げ耐荷力および耐疲労性の向上を目的と
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1) 判定区分 C

2) 判定区分 E1、E2

図 3 長寿命化修繕計画における維持管理の概念

した補強対策の検討が必要となる。とくに、昭和 39

年以前の床版は、鉄筋に丸鋼が使用され、床版厚も現

行示方書に比して薄い床版である。そこで、一次補強

対策としては通行止めを必要としない炭素繊維材によ

る底面接着補強を行う。数十年後の二次補強対策は、

通行止を必要とするが SFRC 上面増厚補強法が検討で

きる。最近では、全行程 8 時間で施工が完了する上面

増厚補強も行われている。SFRC 上面増厚補強法は、

とくに跨線橋や床版下面からの補強が困難な場合に採

用され、一次、二次補強ともに SFRC 上面増厚補強が

検討される場合もある。次に、昭和 55 年以降の設計

基準で設計された RC 床版は、床版厚および鉄筋量も

多く配置され、耐疲労性が期待できることから橋面防

水工やひび割れ補修などの補修対策および炭素繊維材

による下面接着補強が検討できる。

3) 判定区分 E1、E2 判定区分 E1、E2 の RC 床版

の長寿命修繕計画を図 3、2)に示す。対策区分 E2 の場

合は、供用開始後 30 年～ 40 年の加速期（前期）に相

当する緊急対応が必要な床版である。対策工法として

は、橋面防水工、ひび割れ補修を行うと同時に曲げせ

ん断に対する補強対策の検討が必要となる。たとえば、

昭和 39 年改訂の設計基準の床版は、床版厚が薄く、

鉄筋量も少ないことから一次補強対策としては、SFRC

上面増厚補強による床版厚の確保が必要となる。また、

鉄筋の露出など下面の損傷が著しい場合には、下面コ

ンクリートの下地処理後、炭素繊維材による底面接着

補強法の対策が必要となる。さらに、30 ～ 40 年後に

再劣化が生じる可能性があることから、二次補強対策

の検討も必要となる。次に、対策区分 E1 は供用開始

から 40 ～ 50 年の加速期（後期）あるいは劣化期に相

当する。昭和 43 年改訂以前の床版の場合は、疲労劣

化に加えて材料劣化も併発していることから、長寿命

化修繕計画に基づいた新床版への架け替えを検討する

曲げひび割

れの発生

潜状期
進展期 加速期 劣化期

ひび割れが

2方向へ進展

ひび割れが

2方向へ進展

ひび割れの貫通
顕著な漏水

補強
100年

一次補強 二次補強

長寿命化修繕計画

更新

定期点検 定期点検

C

曲げひび割

れの発生

潜状期 進展期
加速期 劣化期

ひび割れが

2方向へ進展

ひび割れが

2方向へ進展

ひび割れの貫通

顕著な漏水

補強 100年

一次補強 二次補強

長寿命化修繕計画

更新

定期点検 定期点検

E1E2

必要がある。また、詳細点検により、補強対象となる RC

床版のコンクリートが健全である場合は、SFRC 上面

増厚補強と炭素繊維材による底面接着補強の併用も可

能である７)
。

4.4 長寿命化修繕計画の実施フロー

長寿命化修繕計画では、橋梁点検結果に基づいて対

策区分を設け、修繕計画（Plan）をたて、修繕を実施

（Do）し、継続的に橋梁点検（Check）を行うことに

より、新たな劣化現象の調査と修繕効果の検証を行う。

そして、橋梁点検結果や修繕結果に基づいて、補修効

果の期待値の修正を行った後に修繕計画の見直し

（Action）を繰り返し行う PDCA サイクルによる「予

防的保全型の維持管理」が実施されている。現在は、1

回目の修繕計画に基づいて修繕を実施している。一方、

各研究機関や企業では新たな補修・補強法の開発が進

められていることから、新工法の選定には耐疲労性の

評価と LCC を算定し、PDCA サイクルの中で取り入れ

ていく必要があると考える。

５．まとめ

①長寿命化修繕計画における点検調査結果による判定

区分を述べた。損傷や劣化が著しい判定区分 E1、E2

の RC 床版は、緊急性を要する対策が計画され、こ

こ数年間に大規模な修繕あるいは架け替えが行われ

るものと考えられる。

②判定区分 C、B については、修繕計画に基づいて予

防的修繕が行われるものである。

③各研究機関や企業で開発されている補強材料や補強

法についても耐疲労性が評価され、LCC の低減が可

能となった場合には、PDCA サイクルのなかで、採

用されるものである。
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